








○ 時期変更のさらなる周知徹底を図るため、１１月２２日付けで関係四大臣（稲田再チャレンジ担当大臣、下村文部科学大臣、
田村厚生労働大臣、茂木経済産業大臣）から主要経済・業界団体（約４５０団体）に対し、総理要請の趣旨・内容を踏まえた就職・
採用活動が行われるよう傘下団体・企業を含めた周知徹底・協力を要請。
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